別記第1号様式（H26WAON助成申請書）
１．助成金を使用したい活動の内容

	遺産の名称
	

	団体名
	

	活動の名称
	

	活動の概要
	

	実施予定
	開始予定日　平成26年　月　日
	完了予定日　平成　　年　月　日

	活動費
	（総額）　　　　　　　　　　円

	
	内　　訳

	
	収　　　入
	支　　　出

	
	区　分
	金　額
	区　分
	金　額

	
	例）

助成金

自己資金
	500,000円

50,000円
	例）

材料費

広報費（チラシ）

	350,000円

200,000円




２．連絡担当者

	所　属
	

	氏　名
	

	電　話
	

	FAX
	

	E-mail
	


　※団体の活動実績がわかるパンフレットやチラシ等を添付して下さい。

別記第2号様式(助成審査結果通知書)

平成　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　様

NPO法人　北海道遺産協議会　会長　　　　　　

平成　　年度　　助成審査結果通知書

　貴団体から申請のあった活動について、次のとおり決定したので通知します。

記

　

　　　活動の名称
　　　審 査 結 果　　　　　　　交　　付　　　　　　　　不　交　付　

　　　助　成　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　＜交付の条件等＞
　　助成対象活動を行うにあたっては次の事項に留意してください。

（1） 活動の内容等を変更しようとするときは、変更の内容が軽微なものを除き、速やかに助成申請書（別記第1号様式）を再度提出してください。

（2） 活動の終了後、3月31日までに活動報告書（別記第3号様式）および収支計算書（別記第4号様式）に関係書類を添付して提出してください。

（3） 交付された助成金額が精算額よりも多い場合、その差額を返還することとなります。

（4） 次の各号のいずれかに該当した場合は、助成の全部または一部を取り消します。

　　１　虚偽の申請その他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。

　　　　２　助成金を他の使途に使用したとき。

　　　　３　その他助成の決定の内容若しくはこれに付帯した条件又はこの要項の規定に違反した

とき。

（5） 助成金の収支の事実を明確にした証拠書類を整備し、助成活動が完了した日に属する会

計年度の終了後3年間保存してください。
別記第3号様式（活動報告書）

１．助成金を使用した活動の内容

	団体名
	

	活動の名称
	

	実施日
	開始日　　平成26年　月　日
	完了日　　平成　　年　月　日

	概要
	※制作物、およびイベントの様子等の報告と写真を数点添付してください（必須）。




２．連絡担当者

	所　属
	

	氏　名
	

	電　話
	

	FAX
	

	E-mail
	


　※助成対象活動の実績がわかる資料（新聞記事等）を添付してください。
　※収支計算書（別記第4号様式）を添付してください。
別記第4号様式（収支計算書）　　※別記第3号様式に添付してください。

収支計算書
収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

	科目
	精算額①
	予算額②
	比較増減①-②
	摘要

	助成金
	
	
	
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	

	計
	　
	　
	（A）　
	　


支出
	科目
	精算額①
	予算額②
	比較増減①-②
	摘要

	費
	
	
	
	

	費
	
	
	
	

	　
	
	
	
	

	　
	
	
	
	

	計
	
	
	（B）
	　


	収　入　（A）
	支　出　（B）
	返還すべき金額（A）－（B）

	
	
	


※返還すべき金額が生じた場合は北海道遺産協議会から通知される助成金返還請求書（別記第5号様式）により、返還の手続きを行ってください。

※（A）－（B）がマイナスになる場合は返還すべき金額に０を記入してください。

※領収書のデータ（コピー）を添付してください。
別記第5号様式（助成金返還請求書）

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

NPO法人　北海道遺産協議会　会長　　　　　　　

平成　　年度　助成金返還請求書

　平成　　年　　月　　日付けで決定した助成金について、次のとおり返還してください。

記

１．助成対象活動名

２．助成金交付済額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３．助成金返還請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

４．助成金返還期限　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

５．返還金指定口座

６．助成金返還理由
　　

　　

※返還すべき助成金を期日までに返還しなかったときは、期限の翌日から返還の日までの日数に応じ、その未返還額につき年10.95％の割合で計算(年365 日日割計算)した違約延滞金を支払うこと。
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